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出資法人等経営状況報告書 

 

１ 作成年月日及び担当部署 

作成年月日 令和 4年 8月 15 日 担 当部署 企画政策部 交通政策課 

 

※以下は令和 4年 3月 31 日現在の内容です。 

２ 法人等の概要 

法 人 名 東頸バス株式会社 

代 表 者 

代表取締役社長 白石 雅孝 

□ 常 勤   ■ 非常勤 ■ プロパー   □ 市兼務   □ その他 

所 在 地 新潟県上越市浦川原区顕聖寺 195 番地 8 

設立年月日 平成8年8月1日 

資 本 金 30,000 千円 市出資割合 40.0％ 

設 立 目 的 

平成 9 年 3 月のほくほく線開業により、バス利用者が減少し既存バス事業者の経営

が危惧されたため、自治体がバス事業に積極的に関与し、旧東頸城地域における生活

交通の維持存続を図ることを目的に設立された。 

主 な 事 業 

⑴ 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合バス事業） 

⑵ 一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス事業） 

⑶ 自動車運転及び運行管理等の業務受託事業 

 

３ 役員数 

（単位：人） 

 常勤 非常勤 計 
内訳 

プロパー 市兼務 その他 

取締役 1 4 5 3 1 1 

監査役 0 3 3 1 0 2 

計 1 7 8 4 1 3 

 

４ 職員数 

（単位：人） 

 計 
内訳 

プロパー 市兼務 

正社員 7 7 0 

その他 24 24 0 

計 31 31 0 
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５ 事業実績（概要） 

○ 上越市及び十日町市の一部地域（旧東頸城地域）を主たる営業区域として乗合バス事業、貸

切バス事業及び業務受託事業により、当該地域の旅客輸送サービスを実施しました。 

○ 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合バス事業）               （単位:千円） 

年度 

項目 

令和元年度 

（第 24 期） 

令和 2年度 

（第 25 期） 

令和 3年度 

（第 26 期） 

前年との 

比較増減 
前年比 

運送収入 13,227 9,018 8,789 △229 97.5％ 

運送雑収 390 2,440 728 △1,712 29.8％ 

補助金 41,720 44,052 42,600 △1,452 96.7％ 

計 55,337 55,510 52,117 △3,393 93.9％ 

・新型コロナウイルス感染症の影響による運送収入の減少が回復せず、また、新型コロナ関

連の支援金の減少等により、売上高は 52,117 千円、前年比 3,393 千円の減収となりました。 

○ 一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス事業）               （単位:千円） 

年度 

項目 

令和元年度 

（第 24 期） 

令和 2年度 

（第 25 期） 

令和 3年度 

（第 26 期） 

前年との 

比較増減 
前年比 

運送収入 19,544 1,757 1,794 37 102.1％ 

運送雑収 431 2,568 970 △1,598 37.8％ 

計 19,975 4,325 2,764 △1,561 63.9％ 

・新型コロナウイルス感染症の影響による運送収入の減少が回復せず、また、新型コロナ関

連の支援金の減少等により、売上高は 2,764 千円、前年比 1,561 千円の減収となりました。 

○ 業務受託事業                             （単位:千円） 

年度 

項目 

令和元年度 

（第 24 期） 

令和 2年度 

（第 25 期） 

令和 3年度 

（第 26 期） 

前年との 

比較増減 
前年比 

受託収入 29,663 29,825 42,661 12,836 143.0％ 

・安塚区、浦川原区及び大島区におけるスクールバス運転業務を新たに受託したことにより、

受託収入は 42,661 千円、前年比 12,836 千円の増収となりました。 

○ 営業収益（売上高）及び営業費用                    （単位:千円） 

年度 

項目 

令和元年度 

（第 24 期） 

令和 2年度 

（第 25 期） 

令和 3年度 

（第 26 期） 

前年との 

比較増減 
前年比 

売上高 
(107,061) 

104,975 

(91,758) 

89,660 

(99,460) 

97,542 

(7,702) 

7,882 

(108.4％) 

108.8％ 

売上原価＋販売費

及び一般管理費 

(108,037) 

107,957 

(92,302) 

91,939 

(104,572) 

104,301 

(12,270) 

12,362 

(113.3％) 

113.4％ 

税引前当期純利益 a △976 △544 △5,112 △4,568 -％ 

法人税等 b 183 180 180 0 100％ 

当期純利益 a-b △1,159 △724 △5,292 △4,568 -％ 

※売上高の( )は、営業外収益と特別利益を含む収益総額、売上原価＋販売費及び一般管理費の( )は、営業外費用と特

別損失を含む費用総額。 

・運送雑収や乗合バス事業における補助金の減収に加え、燃料費の高騰や車両修繕費の増加等に

より、赤字を計上しました。 
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６ 財務状況（税抜） 

                                 （単位：千円） 

項 目 

第 24 期 

自 平成 31 年 4 月 1 日 

至 令和 2年 3月 31 日 

第 25 期 

自 令和 2年 4月 1 日 

至 令和 3年 3月 31 日 

第 26 期 

自 令和 3年 4月 1 日 

至 令和 4年 3月 31 日 

損
益
計
算
書 

売上高 104,975 89,660 97,542 

売上原価 95,036 79,004 91,608 

売上総利益 9,939 10,657 5,934 

販売費及び 

一般管理費 
12,921 12,935 12,694 

営業利益 △2,983 △2,279 △6,760 

営業外収益 2,086 1,983 1,918 

営業外費用 80 236 271 

経常利益 △976 △532 △5,112 

特別利益 0 114 0 

特別損失 0 127 0 

税引前当期純利益 △976 △544 △5,112 

法人税等 183 180 180 

当期純利益 △1,159 △724 △5,292 

項 目 令和2年3月31日現在 令和3年3月31日現在 令和4年 3月 31日現在 

貸
借
対
照
表 

資 産 94,409 94,045 91,620 

負 債 27,375 27,735 30,602 

純資産 67,034 66,310 61,018 

 資本金 30,000 30,000 30,000 

 利益剰余金 37,034 36,310 31,018 

 その他 0 0 0 

 

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。 
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７ 市からの財政支出等 

⑴ 委託額（税込）                             （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① スクールバス運転業務 10,920 10,080 21,894 牧・安塚、浦川原・大島 

② 庁用車運転業務 2,770 2,423 2,148 三和 

③ 給食運搬車運転業務 967 2,485 2,085 牧・大島 

④      

⑤      

計 14,657 14,988 26,127  

 

⑵ 財政援助額（税込）                           （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 補助金（助成金） 8,980 11,109 12,362 バス運行対策費補助金 

② 貸付金 0 0 0  

③ 損失補償 0 0 0  

④ 債務保証 0 0 0  

⑤ その他（     ） 0 0 0  

計 8,980 11,109 12,362  

 

８ 今後の経営計画等 

 ⑴ 次期事業計画 

[事業方針] 

(1) 上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画･提案を行い、地域密着の事業展開を図る。 

(2) コストの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。 

(3) 道路運送法第 78 条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務の受注を図る。 

(4) 事業エリアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。 

(5) 人にやさしいバス、「安心･安全」な運行を責務とし、地域のためのバスをめざす。 

[人員計画] 

全体 31(24)人 内訳：事務係 3(2)人、運行係 2(1)人、運転士 25(21)人、車両係 1［兼務］人 

 ※令和 4年 4月 1日基準 

※( )内は内数で、嘱託･臨時従業員 

[車両計画] 

乗合：8両 

貸切：2両 

 

⑵ 中長期経営計画 

なし 
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９ 令和 4年度 経営状況の分析・評価 

⑴ 第三セクター等の経営状況の分析・評価のフローチャート 

※「第三セクター等に対する関与方針」から抜粋 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、資本金の 50％を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか 

はい 

→ 

第三セクター等評価

委員会に見解を求め

る 

↓いいえ 
 

Ｃ 3 期連続の赤字であるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
  

Ａ 現状では、当該法人の経営状況に問題（課題）なし 

  

 

 

フローチャートによる評価 Ｃ  

【特記事項】 

フローチャートではＣ評価となるため、第三セクター等評価委員会に見解を求めたとこ

ろ、3 期連続赤字の要因がコロナ禍による経営苦境と明らかであるほか、令和 4 年 3 月 31

日時点での同社純資産は 61,018 千円であり、同社の財務状況に大きな懸念がないとの意見

を受けたことから、分析・評価の対象としないこととした。 

 

フローチャートによる評価基準 備考 

Ａ 経営状況に問題（課題）なし 引き続き経営努力を行う 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念がある 

経営健全化の可能性について、第三セクタ
ー等評価委員会に見解を求める 

Ｃ 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、 
資本金の 50％を超える累積欠損金がある 
































